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研究成果の概要（和文）：特定行為修了看護師(以下、修了看護師)の所属機関における組織づくり支援として、
指定研修機関から修了看護師に「研修制度ならびに特定行為に関する最新情報の提供」「他施設の修了看護師の
紹介，情報提供」「不安・疑問への対応」が行われ，所属機関の管理者等には「委員会やWG等の設立支援」「委
員会やWG等の在り方の例示」「研修制度や修了看護師の活用に関する最新情報の提供」「今後予測される課題の
共有」「不安・疑問への対応」などの支援が行われていた。

研究成果の概要（英文）：To facilitate organizational development at their institutions, designated 
training institutions provide graduate nurses with various support, including “providing the latest
 information on the training system and specified acts,” “introducing graduate nurses of other 
facilities and providing related information,” and “responding to questions and worries." For the 
managers of affiliated institutions, their support includes "supporting the establishment of a 
committee or working group," "providing recommendations for appropriate committee or working group,"
 and "providing the latest information on the training system and how to utilize training graduate 
nurses," "sharing information about potential future challenges," and "responding to questions and 
worries." 

研究分野： 臨床看護

キーワード： 特定行為研修修了看護師　チーム医療　組織作り　特定行為研修

  ３版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
特定行為研修修了看護師(以下、修了看護師)は年々増加しているが、しかし、過去1年間の活動状況は約半数程
度しか活動に至っていないという報告であった。活動できない理由として、活動に必要なルールやフォロー体制
の整備がないこと、組織的理解の不足など管理上の課題が多く報告されている。本研究では、組織的周知や活動
上必要なルール作りなどの組織的な体制整備に向けて、指定研修機関が修了看護師に行うべき支援と看護管理者
に提供する支援を明らかにした。本研究結果は、修了看護師がチーム医療の中で円滑に機能するための組織体制
づくりを支援するモデルとして活用できると考え、修了看護師の活動促進につながると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

 
１．研究開始当初の背景 
2025 年に向けた医療提供体制の改革として、地域において高度急性期から在宅医療まで、患

者の状態に応じた適切な医療を効果的かつ効率的に提供できる体制を整備し、患者ができるだ

け早い社会復帰、地域での継続した生活が営めることをめざし、各医療従事者の専門性を発揮

しつつ連携することを強化できるよう各医療従事者の業務の範囲や実施体制の見直しが行われ

てきた。その検討の結果、看護分野において、診療の補助のうち一定の行為を「特定行為」と

して明確化し、医師や歯科医師が作成する手順書により特定行為を行う看護師の研修制度が平

成 27 年 10 月から施行され、指定研修機関として全国で 14 施設が厚生労働省の指定を受けた。

今後、在宅医療等の推進を図るためには、へき地や離島を含む地域で働く看護師の専門性の向

上が必須である。しかし、阻害要因として、「自己研鑽の機会の確保とそれに関わる問題への対

応」（鈴木ら、2004）や、へき地中核拠点病院などでの人材不足等の労働環境および研修参加の

しにくさ（菊池ら、2014）があり、この新たな研修制度では、就労しつつ受講ができるよう情

報通信技術（以下 ICT）教育・研修が認められ、今後の在宅医療や高度医療を支えていく看護

師を計画的に養成していくことを後押ししている。また、指定研修機関や実習協力施設等の研

修制度の整備においては、春山ら（2014）の研究で作成された手引書を基盤に、厚生労働省委

託事業として全日本病院協会にて特定行為に係る指導者講習会も定期的に開催され、今後の指

定研修機関等の増加が見込まれていた。 

この研修制度では、看護師が単に特定行為を行い医療のすき間を埋めるだけではなく、在宅

医療や高度医療の現場で、医師などの他職種との協働及び調整を行い、社会とともに変わりゆ

く看護師の役割を自覚し、質の高いヘルスケアサービスの提供に貢献できる看護職の育成が求

められている。そのため、研修を受講した看護師が、研修修了後に所属施設において受講した

ことを活かしながら、チーム医療・ケアの中で円滑に機能していくために必要となる組織体制

とはどのようなものか、またその整備や管理に関する研究は、これまで前例がなく、研修制度

の開始とともに検討する必要性が高いと考えた。 

そこで、本研究では、研修の受講生がチーム医療・ケアの中で円滑に機能していくために必

要となる組織体制や円滑な組織管理につながる組織体制の支援を検討して行くため、Barnard

の協働システム理論をもとに、研修を受講した看護師と医師などの他職種がチーム医療・ケア

の推進という「共通目的」や「協働意志」を持つ組織体制を成立させていくために、どのよう

な「コミュニケーション」が必要であるかその内容や、その組織体制の仕組み、課題を明らか

にすると同時に、その組織体制を維持していくためにどのような支援が望まれているのかを追

求することが必要であると考えた。 

 
２．研究の目的 

看護師の特定行為研修が開始された。研修制度では就労しつつ受講可能となる研修方法が認

められ、今後の在宅医療や高度医療を支える看護師を計画的に養成することが求められている。

加えて、研修で育成される看護師の能力として、特定行為の実施だけでなく、在宅医療や高度医

療の現場にて医師などの他職種と協働及び調整を行い、質の高いヘルスケアサービスの提供に

貢献できることも含まれる。そのため、指定研修機関での研修のみならず、受講生の所属施設で

の継続学習が必須であり、その実施への支援が必要である。 

そこで、本研究では、就労しつつ特定行為研修を受講する看護師が、研修修了後に受講内容を

活用し、所属施設のチーム医療・ケアの中で機能していくために必要な組織体制を明らかにする



ことと、指定研修機関としての受講生および受講生の所属施設への支援内容及び方法を検討す

ることを目的とした。 

 
３．研究の方法 

受講生、修了生、所属施設の看護管理者、施設管理者、特定行為区分別科目で受講生に関わ

っている指導者医師を対象に、Web 会議システムまたは、メールなどで相談・支援を受けた内

容をデータとして質的に分析した。調査期間は、2018 年 12 月～2020 年 2 月であった。その後

分析、学会発表等を行った。調査項目は、組織を人々の協働体系であると考え、その協働体系

を維持する諸要因を明らかにするとともに、組織の維持に求められる貢献と誘因との均衡の保

持の必要性を述べている Barnard の協働システム理論（蒲生、2012）を参考に、看護師の特定

行為研修を受講する看護師が所属施設でおかれるチーム医療の組織体制として図のように考

え、以下のことを明らかにした。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

倫理的配慮：所属施設の臨床研究等倫理審査委員会にて審議の必要性がないことの承認を得た

（臨大 18-061）。対象者には、研究の趣旨ならびに方法、自由意思での参加保証、情報の取り

扱いや公表の承諾等を文書で得た。 
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図 研修を受講する看護師の所属施設における 

チーム医療の組織体制 

（1）チーム医療・ケアの実施する「共通目的」と 

「協働意識」をもち、維持するための研修修了 

看護師と看護師、医師及び他職種との「コミュニ 

ケーション」の内容や仕組み 

（2）チーム医療・ケアを実施する「共通目的」と 

「協働意識」をもち、維持していくための研修 

修了看護師の所属施設の管理者の「コミュニケー 

ション」の内容や仕組み 

（3）研修修了看護師の所属施設がチーム医療・ケア 

を実施する「共通目的」と「協働意識」をもち、 

維持していくことができるための研修責任者・ 

指導者等の研修修了看護師及び管理者への支援 

内容 

【用語の定義】 

組織：チーム医療・ケアを実施するという「共有目

的」と「協働意識」をもち、相互に「コミュニケー

ション」を取る二人以上の集団 

組織体制：組織の人的、物的、社規的な構造や様式 
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４．研究成果 

 2017 年度は、対象者の選定、修了者の所属機関の状況把握のための予備調査を行った。 

 2018 年度からの本調査においては、以下の成果を得た。 

（1）2018-19 年度の研究成果 

Ａ研修センターの修了生 56 名を対象に横断的に調査し，修了後の活動基盤構築に向け，修了

生の活動状況，支援状況，委員会等の設置状況の経時的変化を把握し，課題を検討した。修了 1

年半後において，7割強の実施であった。その内訳は直接的指示が多いが，3割強は手順書作成・

使用に至る変化があった。所属施設の関係者においては上司の理解が進められている現状では

あるが，委員会等の設置率は約半数以下であり，連携・協力は 4割弱の「かなりできている」で

あることを考慮すると，各種委員会の設置，修了者の活動促進には，連携・協力体制づくりのた

めの支援がより必要になってきていることが推察された。また，今後は，継続的な修了生の組織

体制づくりの経過を調査して行くとともに，活動が促進されない修了生の原因を探索する調査

も必要であると考えられた。さらには，修了生の所属施設内での活動に向けた働きかけとその周

囲の状況の反応変化を経時的に捉えていくことも必要だと考える。 

（2）2020-21 年度の研究成果 

 修了生の所属機関における組織づくりに指定研修機関からのサポートの在り方，指定研修機

関が支援できる方法を探索する調査を行い，指定研修機関から修了生には「研修制度ならびに

特定行為に関する最新情報の提供」「他施設の修了看護師の紹介，情報提供」「不安・疑問への

対応」が行われ，その方法はメール等を含め可能な限り即時的であることが求められた。ま

た，所属機関の管理者等には「委員会やWG等の設立支援」「委員会やWG等の在り方の例示」「研

修制度や修了看護師の活用に関する最新情報の提供」「今後予測される課題の共有」「不安・疑

問への対応」などの支援があった。指定研修機関と修了生の所属機関の看護管理者や組織管理

者との相談体制が構築されていると，活動体制づくりの規約等の作成段階から支援ができてお

り，円滑な活動に繋がり，各組織の修了看護師の拡充，活動促進に繋がっていた。指定研修機

関と看護管理者との相談結果は，組織内の医師への周知，協働依頼の具体的な行動につなが

り，修了看護師の医師との連携のきっかけになっていた。 

（3）2022 年度の研究成果 

修了生の組織内の活動に至る過程は「制度の周知」「組織体制の調整」「手順書の検討・承認」

「手技確認・承認」「活動の評価・周知」が明らかとなり、区分別実習を自施設で展開した場合，

全過程を指定研修機関のサポートも受けながら実習中から調整していける利点が明確になって

いる。さらに，修了看護師の所属機関における組織づくり支援として、指定研修機関から修了生

に「研修制度ならびに特定行為に関する最新情報の提供」「他施設の修了看護師の紹介，情報提

供」「不安・疑問への対応」が行われ，所属機関の管理者等には「委員会や WG 等の設立支援」「委

員会や WG 等の在り方の例示」「研修制度や修了看護師の活用に関する最新情報の提供」「今後予

測される課題の共有」「不安・疑問への対応」などの支援が行われていた。これらの結果を、も



とに図２のような支援体制のモデルを作成し、学会等で発表を行ったが、さらに、特定行為研修

の指導者向けの講習会でも研究成果を用いて指定研修機関の支援体制の整備の必要性などを周

知していく必要があると考える。 

 

 
図 2 特定行為研修修了看護師がチーム医療の中で機能する組織体制づくりための支援モデル 
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